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 報道関係者 各位 

 

第３回くるみん認定書交付式を開催します！ 

～千葉県内の次世代認定マーク（くるみん）取得企業が４３社になりました～ 

 

 千葉労働局（局長 小澤 真一）では、次世代育成支援対策推進法（以下、「次世代法」という。）

に基づいて、子育て支援に取り組み、一定の成果をあげた企業を認定しています（くるみん認定）。 

平成２３年度より、県内企業に対し上記認定制度を周知・広報し、次世代認定マーク（くるみん）

取得企業の拡大を目指し、局長による認定書交付式を実施しておりますが、今般、下記により平成

２６年度第３回認定書交付式を開催することといたしました。 

 

※「子ども・子育てビジョン」（平成２２年１月２９日閣議決定）及び「第３次男女共同

参画基本計画」（平成２２年１２月１７日閣議決定）においては、次世代認定マーク（く

るみん）の取得企業を全国で 2000企業とする数値目標を掲げています。 

 

第３回くるみん認定書交付式 

 千葉労働局では、今回認定となった６企業に対し、千葉労働局長による認定書交付式を行います。 

 日 時：平成２６年１１月１９日（水） １０時３０分より   ※撮影、傍聴可。 

 場 所：千葉労働局 局長室 

    （千葉市中央区中央 4－11－1 千葉第二地方合同庁舎２階） 

参加企業（認定日順） 

医療法人 静和会 （初めての取得） 

キッコーマン株式会社（3 回目の取得） 

キッコーマン食品株式会社（2 回目の取得） 

キッコーマンビジネスサービス株式会社（2 回目の取得） 

医療法人社団 岬風会 （初めての取得） 

日本ｱｲ・ﾋﾞｰ・ｴﾑ ｼｽﾃﾑｽﾞ・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社（3 回目の取得） 

（注）認定された企業名等は企業の了解を得て掲載しています。 

 

照

会

先 

平成２６年１０月３１日 

千葉労働局雇用均等室 

室     長  本 間 直 子 

地方育児・介護休業指導官  居 石 淳 子 

電 話 ０４３－２２１－２３０７ 

Press Release 

厚生労働省 

千葉労働局 
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 千葉労働局では、次世代法に基づく認定事業主として、平成２６年９月２２日に医療法人 静和

会、キッコーマン株式会社、キッコーマン食品株式会社、キッコーマンビジネスサービス株式会社

平成２６年９月２５日に医療法人社団 岬風会、平成２６年１０月８日に日本アイ・ビー・エム シ

ステムズ・エンジニアリング株式会社の６企業を認定しました。医療法人 静和会、医療法人社団

岬風会は今回が初めての認定となります。新たに２企業がくるみんマークを取得したことにより、

現在の千葉県内における次世代認定マーク（くるみん）取得企業は４３社となりました（資料２参

照）。 

平成１７年４月に施行された次世代法に基づき一定の要件を満たす事業主は、都道府県労働局長

に申請することにより、認定を受けることができます（資料３参照）。 

 認定を受けた事業主は、次世代認定マーク（愛称 くるみん）を広告や商品、求人広告などにつ

けることができ、これにより「次世代育成支援対策に取り組んでいる企業」であることがアピール

されます。 

（添付資料）１ 認定企業の取組事例 

      ２ 千葉労働局における「一般事業主行動計画策定届」の届出状況等 

（平成２６年９月末日現在） 

      ３ 次世代育成支援対策推進法に基づく「認定」について 

      ４ 「一般事業主行動計画を策定し、くるみんマークを目指しましょう！！」（パンフレット） 

      ５ 「くるみん認定企業を知っていますか？ －千葉県内の子育てサポート企業を紹介します－」 

（パンフレット） 

 

 

※ 認定企業名一覧については、千葉労働局ホームページに掲載しており、今後、随時更新していく予定です。 

→http://chiba-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/roudoukyoku/gyoumu_naiyou/kintou/kintou5/kintou5_09.html 

 

※ くるみん取得企業と労働局長との懇談会を掲載したページです。 

→http://chiba-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/roudoukyoku/gyoumu_naiyou/kintou/kintou5/kintou5_11.html 

 

※ 各都道府県の認定企業名については、厚生労働省のホームページに掲載されています。 

→http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/kijuntekigou/index.html 

http://chiba-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/roudoukyoku/gyoumu_naiyou/kintou/kintou5/kintou5_09.html
http://chiba-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/roudoukyoku/gyoumu_naiyou/kintou/kintou5/kintou5_11.html
http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/kijuntekigou/index.html
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認定企業の取組概要 

 

 

○ 医療法人 静和会 （理事長 浅井 邦彦） 

                 

東金市：労働者数 ５６９人 

 

 

１ 計画期間  平成２３年４月１日～平成２６年６月３０日 

 

 

２ 行動計画の目標と達成状況 

 

(目標１) 所定外労働時間を削減するために、就業時間の見直しを行う 

 

 ⇒ 病棟の始業時間を３０分早くし、時間外労働時間の短縮を図った 

 

 （目標２）産休中の社会保険の被保険者負担は免除する制度を周知する 

   

 ⇒ 平成２３年４月より周知 

 

 （目標３）父親の育児休業の取得を１人以上になるよう促進する 

   

⇒ 平成２４年４月より実施し、１人取得、目標を達成した 

 

 

 ３ 育児休業取得状況（認定基準５・６） 

   ・男性の育児休業取得者    １名 

   ・女性の育児休業取得率  １００％ 

 

※育児休業取得率＝計画期間内に育児休業をした労働者÷計画期間内に出産した労働者×１００ 

 

資料 １ 
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○キッコーマン株式会社（代表取締役社長 堀切 功章）       野田市：労働者数  ８８０人 

○キッコーマン食品株式会社（代表取締役社長 堀切 功章）     野田市：労働者数 １０５３人 

○キッコーマンビジネスサービス株式会社（代表取締役社長 天野 克美） 野田市：労働者数 １５４人 

 

 １ 計画期間  平成２４年４月１日～平成２６年３月３１日（３社共通） 

 

２ 行動計画の目標と達成状況 

 

(目標１) 次世代育成に関わる制度等のわかりやすい周知・啓蒙を行う 

 

 ⇒①制度について人事部ホームページに掲示して、制度利用促進を図った 

  ②管理職研修を実施し、制度について啓蒙した 

 ③育児支援制度リーフレットをイントラネットで配布し、出産・育児をおこなう社 

 員に対して制度周知を徹底した 

 

 （目標２）年次有給休暇（年休）の取得促進、活用のための措置・広報等を実施する 

   

 ⇒①「年次有給休暇使用状況表」および「所属別年次有給休暇使用状況表」を配布し、年休

取得に対する個人と所属長の意識向上をはかった 

    ②年休取得推進委員会において年休取得促進につながる諸制度を検討した 

    ③年休取得促進のための福利厚生メニュー制度の広報活動をイントラネットにて行った 

 

 

 （目標３）所定外労働時間を削減するための措置を実施する 

   ⇒毎週水曜日に「ノー残業・一斉消灯デー」を実施し、定時終業を徹底した 

 

 

 （目標４） 次世代育成に関わる制度等の研究 

   ⇒労使による「次世代育成支援研究会」を開催し、制度等の研究を行った 

  

 

 ３ 育児休業取得状況（認定基準５・６） 

    

 男性の育児休業取得者 女性の育児休業取得率 

キッコーマン（株） ２名 １０９．１％ 

キッコーマン食品（株） ２２名 １３７．５％ 

キッコーマンビジネスサービス（株） １名 １００．０％ 

※育児休業取得率＝計画期間内に育児休業をした労働者÷計画期間内に出産した労働者×１００ 
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○  医療法人社団 岬風会 （理事長 山本 宏） 

 

              南房総市：労働者数 ７５人 

 

 

１ 計画期間  平成２４年９月１日～平成２６年８月３１日 

 

 

２ 行動計画の目標と達成状況 

 

(目標１) 計画期間内に、男性職員の育児休業取得者を１人以上とする 

 

 ⇒ 男性の育児休業取得者１名（取得期間 約２カ月） 

 

 

 ３ 育児休業取得状況（認定基準５・６） 

   ・男性の育児休業取得者   １名 

   ・女性の育児休業取得率  １００ ％ 

 

 

※育児休業取得率＝計画期間内に育児休業をした労働者÷計画期間内に出産した労働者×１００ 

※女性の育児休業取得率は平成２１年９月１日から平成２６年８月３１日までの状況（計画期間内の育児休業取

得率が７０％未満の中小事業主特例） 
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○ 日本ｱｲ・ﾋﾞｰ・ｴﾑ ｼｽﾃﾑｽﾞ・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社 （代表取締役社長 武間 光生） 

 

               千葉市美浜区：労働者数 １６１人 

 

 

１ 計画期間  平成２４年２月１日～平成２６年１月３１日 

 

 

２ 行動計画の目標と達成状況 

 

(目標１) 男性の育児休業取得を促進するための情報を整備し、管理職に対する研修を 

実施する 

 

 ⇒「キャリアと育児の両立セミナー」を実施した翌年に男性の育児休業者が１名増加し２名

となった。 

    管理職向けに「男性の育児休職取得促進セミナー」を実施し、管理職２０名中１９ 

名が参加した。 

 

 

 （目標２） ワーク・ライフ・バランスの実現のため、社員および管理職に対する啓蒙活動 

を実施する 

  

 ⇒「適切な勤務時間管理について」全社掲示板にて注意喚起を行った 

  

 

 ３ 育児休業取得状況（認定基準５・６） 

   ・男性の育児休業取得者      ２名 

   ・女性の育児休業取得率  １１４．３％ 

 

 

 

※育児休業取得率＝計画期間内に育児休業をした労働者÷計画期間内に出産した労働者×１００ 
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 千葉労働局における「一般事業主行動計画策定届」の届出状況等 
 

 

１．一般事業主行動計画届出状況（H26.9.30現在） 

労働者数 ３０１人以上 １０１～３００人 １００人以下 

対象企業数 ３６６ ８５２ ― 

届出企業数 ３６４ ８４９ ２２５ 

届出率（％） ９９．５ ９９．６ ― 

 

２．認定状況（H26.10.8現在） 

 

 (1) 認定企業数 

労働者数 ３０１人以上 １０１～３００人 １００人以下 計 

認定企業数 ２７ １０ ６ ４３ 

 

(2) 認定企業名（H26.10.8現在） 
 

＜２０１４年認定企業＞ 

シーデーシー情報システム株式会社 

社会保険労務士法人ハーモニー 

デルマール株式会社 

山田機械工業株式会社 

    ◎生活協同組合パルシステム千葉 

     マブチモーター株式会社 

    ◆東レ・メディカル株式会社 

     社会福祉法人アコモード 

     医療法人社団真療会 野田病院 

     医療法人 静和会 

    ◆キッコーマン株式会社 

    ◎キッコーマン食品株式会社 

    ◎キッコーマンビジネスサービス株式会社 

     医療法人社団 岬風会 

    ◆日本アイ・ビー・エム システムズ・エンジニアリング株式会社 
＜２０１３年認定企業＞ 

社会福祉法人六親会 

医療法人社団創造会 

◆株式会社千葉銀行 

千葉県信用保証協会 

◆ヒゲタ醤油株式会社 

社会福祉法人 千葉県福祉援護会 

資料 ２ 

次世代認定マーク 

（愛称：くるみん） 

※色はピンクまたは黒 

 



  

8 

 

イオン株式会社 

イオングローバルＳＣＭ株式会社 

株式会社千葉薬品 

日本貨物航空株式会社 

＜２０１２年認定企業＞ 

◎日本アイ・ビー・エム システムズ・エンジニアリング株式会社 

◎株式会社千葉興業銀行 

◎イオンリテール株式会社 

◎キッコーマン株式会社 

 医療法人社団千歯会 

 成田国際空港株式会社 

 

＜２０１１年認定事業主＞ 

医療法人芙蓉会 五井病院 

フェデラル エクスプレス コーポレーション 

フェデラル エクスプレス ジャパン株式会社 

◎株式会社千葉銀行 

医療法人社団成和会 山口病院 

株式会社大東システムエンジニアリング 

生活協同組合パルシステム千葉 

＜２０１０年認定事業主＞ 

イオンリテール株式会社 

◎みずほインベスターズビジネスサービス株式会社 

日本アイ・ビー・エム システムズ・エンジニアリング株式会社 

◎ヒゲタ醤油株式会社 

◎生活協同組合ちばコープ 

◎東レ・メディカル株式会社 

＜２００９年認定事業主＞ 

株式会社千葉銀行 

キッコーマン株式会社 

キッコーマン食品株式会社 

キッコーマン飲料株式会社 

キッコーマンビジネスサービス株式会社  

シャープシステムプロダクト株式会社 

＜２００７年認定事業主＞ 

株式会社千葉興業銀行 

シャープドキュメントシステム株式会社 

生活協同組合ちばコープ 

みずほインベスターズビジネスサービス株式会社 

川崎マイクロエレクトロニクス株式会社 

イオンモール株式会社 

株式会社京葉銀行 

ヒゲタ醤油株式会社 
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注）・企業名の先頭にある◎は２回目の認定、◆は３回目の認定を表す 

・公表に同意された企業名のみ掲載 

・川崎マイクロエレクトロニクス（株）は合併により（株）メガチップス（大阪府）へ統合 

・みずほインベスターズビジネスサービス（株）は合併によりみずほ証券ビジネスサービス

（株）（東京都）へ統合 

  ・生活協同組合ちばコープは合併により生活協同組合コープみらい（埼玉県）へ改組 

・シャープドキュメントシステム（株）及びシャープシステムプロダクト（株）は、 

   シャープビジネスソリューション（株）（東京都）へ統合 

・東レ・メディカル（株）の１期目は東京労働局で認定 

・キッコーマン食品（株）、キッコーマンビジネスサービス（株）の 1期目はキッコーマン（株）

として認定 
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次世代育成支援対策推進法に基づく「認定」について  

１ 「認定」とは？  

次世代育成支援対策推進法（以下、「次世代法」という。）に基づき、一般事業主行動計画策定届を

都道府県労働局に届け出て、下記認定基準を全て満たした事業主は、申請により「次世代育成支援

対策に取組んでいる企業」として労働局長から認定される仕組みとなっています。  

認定は行動計画を達成するごとに、何回でも受けることができます。  

 

［認定基準］  

認定を受けるためには、以下の９項目をすべて満たす必要があります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 認定を受けるメリット！  

認定を受けると、右の次世代認定マーク（愛称：くるみん）を利用する  

ことができます。このマークはいわば、「働きがいがあり、働きやすい  

企業」「社員を大事にする企業」を表しているといえます。  

このマークを求人広告、自社の商品やその広告、企業の封筒や名刺 

などにつけて対外的にアピールすることで、企業のイメージアップ、 

社内のモラールアップやそれに伴う生産性の向上、優秀な人材の確保 

などが期待できます。 

  

 

  

①商品又は役務               ⑤インターネットを利用した方法  

②商品、役務または一般事業主の広告      により公衆の閲覧に供する情報  

③商品又は役務の取引に用いる書類又は通信  ⑥労働者の募集の用に供する広告  

④一般事業主の営業所、事務所その他事業場   又は文書  

 

 

１．雇用環境の整備について、行動計画策定指針に照らし、適切な行動計画を策定したこと。  

２．行動計画の計画期間が２年以上５年以下であること。  

３．策定した行動計画を実施し、それに定めた目標を達成したこと。  

４．平成２１年４月１日以降に新たに策定・変更した一般事業主行動計画について、公表及び従業員へ

の周知を適切に行っていること。 

５．計画期間内に男性の育児休業取得者がいること。  

６．計画期間内の女性の育児休業取得率が７０％以上であること。  

（※ ５，６については常時雇用する労働者数が３００人以下の企業等の場合、特例があります。）  

７．３歳から小学校に入学するまでの子を持つ労働者を対象とする「育児休業の制度または勤務時間

短縮等の措置に準ずる措置」を講じていること。  

８．次の①から③のいずれかを実施していること。  

①所定外労働の削減のための措置  

②年次有給休暇の取得の促進のための措置  

③その他働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置  

９．法及び法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと。  

 

次世代認定マーク 

（マークの色；ピンク又は黒）  

 ［マークを使用できるもの］ 

資料 ３ 
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３ 次世代育成支援対策推進法とは？  

次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環境の整備を行う「次世代育成支援

対策」を国や地方公共団体・企業が一体となって進めるために制定された法律です。  

この法律に基づき、常時101人以上の労働者を雇用する企業等は、「一般事業主行動計画」

を策定し、策定した旨を都道府県労働局に届け出ることが義務となり、雇用する労働者が100

人以下の企業等は努力義務となっています。  

 

 

４ 「一般事業主行動計画」とは？  

企業が、子育てをしている労働者等の職業生活と家庭生活との両立を支援するための雇用環境の

整備や、子育てをしていない労働者も含めた多様な労働条件の整備などの取組を行うために、以下

の３つの事項が含まれている計画のことを指します。  

 

計  画  期  間 

経済社会環境の変化や労働者のニーズ等も踏まえて策定するために

は、1回の計画期間を２～５年間で設定することが望ましく、平成１７年４月１

日～平成３７年３月３１日までの２０年間に集中的かつ計画的に取組むことと

なっています。  

目         標 
関係法令で定められている最低基準を上回っており、現状から一歩でも

二歩でも進んだものであれば、各企業で自由に決定できます。  

目標達成のための  

対策とその実施時期  

目標達成のために、いつまでに、どのようなことに取組むかを具体的に記

述するものです。  

 

 

（問合わせ先等） 

 千葉労働局雇用均等室 

  TEL ０４３－２２１－２３０７ 

  千葉労働局ホームページアドレス 

http://chiba-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/ 


